
相　　　　談 実　施　日 時　間 会　場 申込先・詳細

市民相談（生活の悩みなど） 月～金
（祝日を除く） 9：00～17：00 市民相談室

（市役所本庁舎1階） 市民相談室 ☎25-2703

消費生活に関する相談

月～金
（祝日を除く） 9：00～17：00 消費生活センター

（市役所本庁舎1階）
消費生活センター
☎25-3100

土・日・祝日 10：00～16：00 消費者ホットライン
☎188

弁護士による無料法律相談 13日（土）
27日（土）

9：30～12：00
（相談時間30分以内）中小企業センター

市民相談室 ☎25-2703

行政相談委員による定例相談
（国や道、市の行政について） 11日（木） 13：00～15：00 モルエ中島内

サンドラッグ横通路

北海道管区行政評価局
行政相談課

☎011-709-1803
行政書士くらしの無料相談

（相続、各種認可、届出などについて） 20日（土） 9：30～12：00 中小企業センター 北海道行政書士会室蘭支部
☎23-3207

身体・知的障がいのある人と家族
のための相談支援専門員による障
害福祉サービス利用などの相談

19日（金） 13：00～16：00 障害者福祉総合センター
（ぴあ216）

ぴあ216 ☎45-6611
思45-1003

夜間納税相談
（納付もできます）

16日（火）　
～25日（木）

（土・日を除く）
17：15～19：00 市・市税課

（広域センタービル1階）
市・市税課
　 納税係

☎25-2314
☎25-2321
☎25-2708

（₁日先着₅人・事前に申し込み）

（就労相談は事前に申し込み）

相
　
　
談

市・道民税の申告、所得税の確定申告平成
27年分

《詳細》室蘭税務署
　　　　☎22-4151 051-0023 入江町1-13
　　　市・市税課市民税係
　　　　☎25-2294 051-8530 海岸町1-4-1
※土・日曜日、祝日の受け付けは、行っていません。

　所得税の申告が必要なサラリーマン
◦給与収入が2,000万円を超えている人
◦給与を２カ所以上から受けている人
◦�給与所得や退職所得以外の所得が、20万円を超えている人
申告方法　税務署に直接か郵送
　※�申告書は「確定申告の手引き」などを参考に、自分で作
成してください。国税庁ホームページ（ http://www.
nta.go.jp/）の「確定申告書等作成コーナー」から、所
得税の確定申告書の作成などができます。また、作成した
申告書は、送付または電子申告（e

イータックス

-Tax）で提出できます。

　市・道民税の申告が必要な人�
　今年の1月1日現在、市内に居住している人。ただし、
確定申告書を提出した人と、勤務先で年末調整をした人は
申告する必要がありません。
申告方法　市・市税課市民税係に直接または郵送
　※�申告書は、市・市税課（広域センタービル１階）、蘭東支
所にあります。

　※�昨年、市・道民税の申告をした人には、申告書を１月に郵
送しています。該当事項を記入し、返送してください。

　復興特別所得税の記載漏れにご注意！�
　東日本大震災の被災地復興のための財源を確保するため、
平成49年分まで復興特別所得税（原則として各年分の所得
税の2.1パーセント）を、所得税と併せて申告・納付するこ
ととされています。還付申告も含め、確定申告書には、復
興特別所得税の記載が全ての人に必要となります。

　医療費控除�
　本人または生計を一にする家族の分の医療費で、自己負
担額10万円（合算可、所得金額の5パーセントの金額の方
が低い場合はその金額）以上を支払った場合、税金の負担
が軽くなる医療費控除の対象となります。なお、この控除
を受けるには医療費を支払ったときの領収書が必要です。

　障害者控除 �
　65歳以上の要介護認定を受けている人で、一定の基準
を満たしていれば、障害者手帳を持っていなくても、障害
者控除の対象になる場合があります。

《詳細》市・高齢福祉課介護認定係 ☎25-2861

市・道民税 3月１５日（火）まで

所得税
復興特別所得税

2月16日（火）から
3月１５日（火）まで

個人事業者の消費税
および地方消費税 3月31日（木）まで

贈与税 2月１日（月）から
3月１５日（火）まで

　所得税の確定申告が必要な人�
◦営業収入、不動産収入がある人
◦土地、建物などを売った人
◦�一時所得（生命保険満期金など）、雑所得（報酬など）
がある人

◦公的年金から所得税を源泉徴収されている人
　※�公的年金などの収入金額が400万円以下で、公的年金

など以外の所得金額が20万円以下の場合には、確定申
告をする必要はありません。ただし、所得税の還付を
受ける場合は、確定申告が必要です。公的年金など以
外の所得が20万円以下で所得税の確定申告が不要の場
合でも、市・道民税の申告が必要な場合があります。
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　東明地区の小学校の統合が平成３２年
度に決まっていますが、スクール児童館
が一つになると距離の面などでいろいろ
と不安があります。

市長と「ｅｎ（えん）とーく」しませんか？　《申込先・詳細》広報課 ☎25-2193

東明地区の小学校統合について 鉄鋼を生かしたまちの魅力向上

高木さん

青山市長

八田さん

青山市長

　これまでに４つの地域の統合を行い、
さまざまな意見を受け止めて対応してき
ました。東明地区は一番最後ですので、
今までの経験をすべて生かして、しっか
り対応していきます。

　「観光」を「観鋼」にして、鉄鋼関係
を観る都市として売り出したら、新たな
観光客を呼べるのではないか。

　室蘭のイメージはやはり鉄なので、
「観鋼」は使わせていただきたい。
　今後、鉄を通して、子どもたちの地域
愛を育んでいくことも考えています。

「ｅｎ（えん）とーく」の
　　　ひとコマを紹介

市民の皆さんからご意見やご提言をいただき、市長がまちづくりの考え方を説明する「en(えん)とーく」。
平成27年12月11日に、東明地区連合町会の皆さんとお話しました。


